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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、脱税を防止・発見する税務調査の戦略的フレーム・ワーク理論を構
築し，実験によってこの妥当性を検証することである。本研究では、タックス・コンプライアンスについて取り
上げる既存研究で示される2つの理論モデルに加えて、これまでその効果が実証されてこなかった理論モデルを
新たに2つ取り上げ、これらの納税スキームの有効性を実証実験によって明らかにする。
本研究の実証実験の結果、Cut-off（一定基準以上の申告所得額の場合は調査対象としない）は最も高い税収入
を得ることが示された。また被験者グループの内、１人が調査者となるスキームでは理論予測を超えて、高い税
収入を獲得する可能性が示された。

研究成果の概要（英文）：In this study, we employ a game theoretic framework to formulate and analyze
 tax audit schemes; we test the theoretical predictions in a laboratory experiment. We compare five 
audit schemes including three rule-based audits: random audit rule, cut-off audit rule, and lowest 
income reporter audited rule. The cut-off audit rule is theoretically optimal but, to the best of 
our knowledge, it has not been experimentally examined. We also employ a novel experimental design 
for two schemes involving the human auditor conditions. The rule-based audits experimentally enhance
 tax compliance as predicted, and cut-off yields the highest tax revenue among the three rule-based 
audits in the lab. Moreover, beyond our prediction, the human auditor conditions maximized tax 
revenue among the five schemes in the lab.  We also show that subjects’ social norms regarding tax 
payment influence the choice of tax evasion, in accordance with the experimental literature.

研究分野： 会計

キーワード： 税務調査スキーム　脱税

  ３版



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現在わが国は，少子高齢化，人口減少とい

った重要な問題を抱えている。社会保障費用
は年々増加し，財務省によれば公債残高は平
成 26 年度末において 780 兆円にのぼるとさ
れる。また，債務残高の対 GDP 比率を見る
と，わが国はこれが 200%を超えており，こ
の数値は先進国の中でも突出している。この
ような状況のもと，適正な税の徴収を促す仕
組みを構築することは，重要な政策課題であ
ると考えられる。例えば，市野（2009）によ
れば，米国は 0.9%の税務調査率のもとで，
税務当局に対する国家予算の 4.1 倍の追徴税
を徴収することに成功している。これに対し
て，日本は 3.3％の税務調査率のもとで，国
家予算の 1.2 倍の追徴税の徴収にとどまる。
また米国は100ドルの税金を徴収するのにか
ける行政コストは約.44 セントであるが，わ
が国場合100円の税金を徴収するためにかけ
られる行政コストは l.43 円である。これは，
10,000 円の税金を徴収するための行政コス
トが 143 円であることを意味する。 
現在納税者のタックス・コンプライアンス

の問題は，わが国に限らず，多くの国で重要
な政策課題となっている。これは納税の適正
性が国の財政に直接影響する問題であるた
めである。このような背景から納税者の申告
所得における過少申告の問題は学術研究分
野においても研究課題として取り上げられ
るようになっている。米国および英国では，
その課税年度において意図的に申告期限内
に納付されなかった真実の税の総額と実際
に徴収された税の総額とのギャップ，いわゆ
る「タックス・ギャップ」の問題が早くから
認識されており，国家をあげてタックス・ギ
ャップの調査，推計値の算出，データの公表
がなされている（例えば米国歳入庁の調査結
果）。このような国家的な取組みは，学術研
究においてタックス・ギャップを取り上げる
に十分な動機となりうる。実際，欧米では，
タックス・ギャップの問題を取り上げた研究
が多く存在する。これらの研究をレビューし
整理すると，大きく 2 つの流れが存在する。
1 つは納税者側の個人的属性が納税回避に与
える影響を検証したもの（例えば， Alm et al., 
1992），またいま 1 つは，過少申告を防止す
る納税調査スキームを理論的に明らかにし
たものである。しかし，納税調査のスキーム
が納税者の申告所得額に与える影響を直接
実証した研究および納税者の属性と納税調
査スキームを 1 つのモデルに組み込み，これ
に基づいた分析をおこなった研究は多くは
存在せず，わが国に至ってはほとんどみられ
ないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，納税者が過少申告するこ

と，すなわち脱税を防止・発見する税務調査
の戦略的フレーム・ワーク理論を構築し，実
験によってこの妥当性を検証することであ

る。上記のような課題を有するわが国におい
て適正な税の徴収を促す仕組みを理論的に
検証することは重要な研究課題である。本研
究では，様々な税務調査スキームの理論を構
築・検討するとともに，各スキームが納税者
の申告に係る意思決定に与えるインパクト
について実験を通じて明らかにしていく。 
本研究において明らかにする点は以下の

とおりである。第１に税務調査のスキームに
よって所得申告額の適正性の程度が異なる
かを実験で明らかにする。具体的には，これ
まで先行研究で示された税務調査スキーム
の理論モデルに加え，今回の研究で新たに創
出する理論モデル，すなわち財務諸表監査の
理論をベースとしたモデルを税務調査に応
用したモデルを構築し，各スキームによって
申告所得額の適正性が異なるかを検証する。
第２に，わが国における納税者の現行の納税
システムに対する意識，税の公平性に対する
見解，また公的サービスに対する満足度等の
属性が申告所得の適正性に与える影響を実
験によって明らかにする。具体的には，被験
者に実験後アンケートを実施し，各被験者の
意識が申告所得額の意思決定に与える影響
を検証する。 
 
３．研究の方法 
（１）納税調査スキーム 
 本研究では，タックス・コンプライアンス
について取り上げる既存研究（例えば，
Sanchez and Sobel,1993）で示されるいくつか
の理論モデルに加えて，これまでその効果が
実証されてこなかった理論モデルを取り上
げ，これらの納税スキームの有効性を実証実
験によって明らかにする。ここで具体的に取
り上げる納税調査スキーム（所得申告者のグ
ループ（本研究ではグループを構成するのは
４人の被験者である）から調査対象者を決定
する方法）は以下の通りである。 
 
・Random 
このスキームでは，所得申告者のグループか
ら，それぞれの申告所得の額に関係なく，コ
ンピューターの乱数計算によってランダム
に調査対象が決定される。 
・Cut-off 
このスキームでは，申告所得の額に一定の基
準（閾値：本研究では真の所得の上限が 1000
に対して 750 を基準とした）を設定し，その
基準以上の申告所得の額が提示された場合，
当該申告者は調査対象とならない。 
・Least income reporter audited rule (LIRA) 
このスキームでは，所得申告者のグループの
うち，最低申告額の被験が無条件で調査対象
となる。 
・Human 1 
所得申告者のグループのうち，１人が調査者
の役割となり（コンピューターによってラン
ダムに決定される），当該調査者の判断によ
って調査対象者を１人決定する。 



・Human 2 
所得申告者のグループのうち，１人が調査者
の役割となり，当該調査者の判断で対象者を
１人以上決定する。ただし２人以降の調査者
指名にはコストがかかる。 
 
 以上，5 つの理論的調査スキームを実験処
置とし，各スキームに配置された被験者の申
告所得と真の所得（コンピューター上でラン
ダムに提示される所得）との差について検証
する。もしスキーム間でこの差が統計的に優
位な差であれば，調査スキームごとに申告所
得の意思決定に対する影響が異なることを
意味する。この実験では主として各税務調査
スキームが申告所得に与える影響に優劣が
あるか，またあるとすればこれが先行研究の
理論モデルの分析で示されるものと一致す
るものであるかについて検証する。 
 
（２）コンプライアンス・レート 
 ここで，調査に投じる資源が制約されてい
ることを前提に調査リスク，すなわち，税務
調査全体として許容される脱税を看過する
可能性を一定とすると，調査者の調査によっ
て脱税を看過する可能性（リスク）は，納税
者の個人属性に係るリスクと納税者の適正
申告を促す内部システムの妥当性に係るリ
スクによって決定されると考えられる。この
実験では，これら 2 つのリスクが納税者の申
告所得額に影響するかを検証するために，各
納税者の属性を明らかにする実験後アンケ
ート（納税意識の高さ，許容できる税率の大
きさ，脱税行為に対する意識，リスク選好，
公共サービスに対する満足度等に関するア
ンケート）を実施する。これによりコンプラ
イアンス・レート（課税所得（真の所得）と
申告所得の比率：順守率）に影響する個人属
性について実証的に明らかにする。 
  
（３）実験概要 
 実験は，高知工科大学の社会科学実験室で
行った。それぞれのセッションは 90 分であ
り，実験用ソフトウェア（z-Tree）を用いた
コンピューター実験を行った。被験者は 170
名（高知工科大学の学生）であり(Random-24
名，Cut-off-36 名，LIRA-40 名，Human1-30
名，また Human2-40 名)，各セッションを重
複する被験者はいない（異なるセッションに
参加する被験者は 0 である）。各セッション
は 20 回繰り返され，各被験者の累積利得は
画面上に表示される。 
 実験に用いられる税率（申告所得に乗じら
れる税率）は，20％（0.2）であり，真の所得
のレンジは 0＜真の所得額≦1000（10 きざみ）
である。また調査対象となり，真の所得と申
告所得との間に差があることが判明した場
合ペナルティーが課される。これは真の所得
と申告所得との差額の 3 倍となる。調査対象
となった被験者のうち，申告所得と真の所得
が一致しない被験者には以下で算出される

額の支払いが追加的に請求される。 
 
・ 0.2×3（申告所得 – 真の所得） 
 
 これらの情報と，各セッションで用いられ
る税務調査スキームは実験前に紙媒体のイ
ンストラクション及び口頭による説明によ
って被験者に開示される。 
 被験者グループは 4 名で構成されるが，グ
ルーピングはコンピューターによって決定
され，したがって各被験者は他のグループ構
成者について知ることはできない。また各セ
ッションにおける調査対象者は 4 名のうち 1
名（Human2 の場合のみ 1 名以上）である。
税務調査の対象とならなかった者は申告所
得（真の所得ではない）に税率を乗じた額を
税金として徴収され，残額は当該被験者の利
得となる。 
 最後に各被験者は実験終了後，納税意識等
に関するアンケートに回答する（無記名）。
当該アンケート結果は，各被験者の申告所得
と真の所得との差の影響要因の１つとして
分析の対象とする。 
 
４．研究成果 
 本研究では，先に示した税務調査スキーム
のそれぞれについて，本研究の実験タスクに
おける納税者の最適戦略について理論予測
を行った（図１）。 
 

図 1各スキームの理論予測 （真の所得と申
告所得との関係） 
 
第１に Random における納税者の最適戦略は
申告所得を0とすることである。一方Cut-off
における納税者の最適戦略は，真の所得が閾
値（本研究では 750）より小さければ真の所
得を申告し，閾値より大きければ当該閾値を
申告することである。また LIRA における納
税者の最適戦略は，真の所得が 306 より小さ
ければ真の所得を申し，それ以外は過少申告
を行う。さらに Human における納税者の最適
戦略は Random と同様になる。以上から
Cut-off は他のスキームを支配するスキーム
であり，LIRA は Cut-off と Human を支配する
スキームであると考えられる。 
 実験結果については，以下の通りである。 



 
（１）税金およびペナルティー徴収額（表１） 
 ペナルティー徴収額の平均は，Random が
最も高く，税徴収額の平均は LIRA が最も高
い。また税金およびペナルティー徴収額の合
計の平均は Human2 が最も高い。ここで注目
すべきは，Human による徴収額が理論予測を
超えて高いことである。この点については２
つの解釈ができる。第１は後に示す各被験者
の納税意識の影響である。また第２に Human
では実際に被験者グループの１人が調査者
となるとともに，各被験者間はお互いに知り
得ない（誰がグループか，また誰が調査者か
がわからない）。さらに他のスキームと異な
り調査者が調査対象者を決定するプロセス
はルール化されていない（各調査者にしかわ
からない）ため，納税者は当該スキームの曖
昧性を強く意識している可能性がある。 
 

表１ 税収とペナルティー収入 
 
（２）真実の報告をする確率（表２） 
 真実の報告とするとは，真の所得＝申告所
得を満たすことを意味する。したがって真実
の報告をする確率とは以下の式で算出され
る。 
・ 申告所得額／真実の所得 
また申告所得額は真実の所得の額（大きさ）
の影響を受けると考えられるため，ここでは
真実の所得額を 3分類（10≦所得≦330，340
≦所得≦660，670≦所得≦1000）して分析を
行った。 
 分析結果として，第１に所得を分類する前
の全データを対象とした場合，真実の報告す
る確率は，Cut-off が最も高くなる（平均で
33％）。第２に所得の分類別に見ると，一番
低い所得クラスターでは，真実を報告する確
率は LIRA が最も高くなる（平均で 41.8％）。
また，340≦所得≦660，670≦所得≦1000 の
クラスターでは，Cut-off が最も高くなる（平
均はそれぞれ 30.8％，24.3％）。一方で LIRA 
における真実を報告する確率は，340≦所得
≦660，670≦所得≦1000 のクラスターにおい
て最も低くなる（平均はそれぞれ 8.5％，
7.3％）。 

 
表２ 真実報告確率のランキング 
 

（３）Human スキームによる調査者の意思決
定（誰を調査者とするのか） 
 Human スキームでは被験者グループのうち
１人がコンピューター上でランダムに調査
者の役割を果たす。当該調査者は，グループ
内の個人を特定できないため，調査対象を決
定する上で有する情報は，各申告所得額のみ
となる。 
 分析結果は以下の通りである。第１に調査
者は，申告所得額の低い被験者を調査者とし
て選択する傾向がある。さらに Human2 スキ
ームではグループ内で最も低い額を申した
被験者を調査対象者とする。 
 
（４）被験者の属性を考慮した分析（回帰分
析） 
 先に述べた通り本研究では実験終了後に，
各被験者の納税意識等に関するアンケート
を実施している。これは，申告所得額の決定
において被験者個人が有する納税意識の影
響を分析するためである。先行研究ではこれ
らの影響は決して小さくないことが示され
ている（例えば Braithwaite, 2003； Coricelli et 
al., 2010）。本研究では，特に以下のアンケー
ト項目を提示した。 
 
・ 許容できる税率のレベル 
・ 脱税に対する意識 
・ 公共サービスに対する満足度 
・ 税の役割に対する理解度 
・ 納税意識の高さ 
・ 税務調査の必要性 
 
 また本研究では各被験者のリスクに対す
る意識（リスク態度）を理解するための意思
決定問題（クジ）についての回答も得た。 
・記述統計量 
 本研究では，真実の申告（真の所得＝申告
所得）のケースと，虚偽申告（真の所得≠申
告所得）のケースとに分けてアンケート項目
についての回答の差の検定（回答を定量化し
たものの各ケースの平均スコアの差の検定）
を行った。これによれば，真の所得が高くな
ると虚偽の申告をする可能性が高くなる
（Low, Middle, High）。また真実の申告を行っ
たケースの被験者は虚偽申告を行ったケー
スの被験者よりも納税意識が高く，税務調査
の必要性を強く感じている。一方で，虚偽申
告を行ったケースの被験者は，真実の申告を
行ったケースの被験者よりも脱税に対して
寛容であり，リスク志向である。 
 本研究では，各被験者の納税に係る意識お
よびリスク態度を説明変数として含めた回
帰モデルに基づいて（従属変数＝虚偽申告
率），重回帰分析を行った（表３）。ここでは，
納税者が虚偽の申告を行う場合，第１に虚偽
申告と行うか否かについて決定し，その後虚
偽申告の程度を決定するという仮定に基づ
いて，２段階推定モデル（第１段階の従属変 
数は虚偽申告を行ったか否かのダミー変数，



また第２段階は虚偽申告率である）を用いて
分析を行った。ここでの主たる分析結果は以
下のとおりである。 
 
・ 真の所得が高いほど虚偽申告率は高く

なる。 
・ 被験者の個人属性をコントロールした

後，Cut-off 及び Human2 は虚偽申告率と
有意に負の相関を有する。 

・ 税の役割に対する理解度及び税務調査
の必要性は虚偽申告するか否か（虚偽申
告を行う＝1，そうでなければ 0 のダミ
ー変数）と有意に負の相関を有する。 

・ 脱税に対する動機の高さは虚偽申告す
るか否かと有意に正の相関を有する。 

・ １期前の虚偽申告率は，時期の虚偽申告
率と有意に生の相関を有する。 

 

 
表３ 重回帰分析の結果 
 
（５）追加分析 
 追加分析では，各納税スキーム真の所得の
３つのカテゴリーとの交差項を回帰モデル
に含め，各スキームがどの所得カテゴリーで
効果を有するかについて検証した。主たる結
果は以下のとおりである。 
 
・ Cut-off と最も高い所得カテゴリー（670

≦所得≦1000）の交差項は虚偽申告率と
有意に負の相関を有する。 

・ LIRA と最も高い所得カテゴリーの交差
項は虚偽申告率と有意に正の相関を有
する。 

 
（６）結論と今後の課題 
 本研究では先行研究において理論的に説
明されてきたいくつかの税務調査スキーム
について，実証実験を行った。これによれば，
税収入は，調査されるターゲット，ペナルテ
ィー率また投入する調査のための資源の決
定を行う上で税務調査スキームを選択する
必要があることを示唆している。 
 また Cut-off は最も高い税収入（ペナルティ
ーを含む）を得ることが示され，この結果は
理論予測と一致する。 
 一方で Human スキームは理論予測を超え
て，高い税収入を獲得する可能性が示された。 
 本研究はいくつかの限界を有する。特に被
験者については，これを学生に限定しており，
納税経験および税に対する知識が十分でな
かったと考えることもできる。したがって本
研究の結果を一般化するためには，今後被験
者を学生に限定することなく，追加検証を行
う必要がある。 
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